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⾃⼰紹介
経済産業省 産業技術環境局
技術振興・⼤学連携推進課 課⻑
瀧島 勇樹 ⽒

国⽴研究開発法⼈ 新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）
イノベーション推進部⻑
吉⽥ 剛 ⽒

Eight Roads Ventures Japan 
パートナー
村⽥ 純⼀ ⽒

■モデレータ
for Startups株式会社
Public affairs戦略室 室⻑/ヒューマンキャピタリスト
泉 友詞
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瀧島 勇樹氏
経済産業省 産業技術環境局 技術振興・大学連携推進課長

2001年 東京大学法学部卒後、経済産業省入省。
2008年 ハーバード大学公共政策学修士卒
インドなど新興国へのシステム・インフラ輸出政策の新規立ち上げ・実施。
中小企業金融政策見直し、重要インフラのサイバーセキュリティ対策強化
に従事。
2018年 大臣官房会計課政策企画委員として、経産省予算のとりまとめ。経
産省のDXを推進。
2019年 商務情報政策局企画官として、日本で開催されたG20デジタル大臣
会合において「Data Free Flow with Trust」「Governance Innovation」
などのコンセプトをとりまとめる。
また「21世紀の公共の設計図 ちいさくて大きいガバメントのつくりか
た」をとりまとめを実施。「Next Generation Government 次世代ガバメン
ト」（若林恵 編著）の企画に協力。

2020年7月より現職。大企業のオープンイノベーションや研究開発型ベンチ
ャー支援を担当。



吉⽥剛⽒
国⽴研究開発法⼈新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）
イノベーション推進部⻑

1991年新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）⼊構。スタ
ンフォード⼤学客員研究員（1995年）、早稲⽥⼤学国際経営学専攻
MOTプログラム経営学修⼠（2005年）等を経て2008年から3年間
NEDOニューデリー事務所⻑。その後、スマートコミュニティ部主
幹、総務課⻑を経て、2018年10⽉にイノベーション推進部スタート
アップグループリーダーとなり、2019年7⽉からイノベーション推
進部⻑（現職）。
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村⽥ 純⼀ ⽒
Eight Roads Ventures パートナー

ウォルト・ディズニー社のデジタル部⾨のマネジメ
ントチームメンバーを経て現職。同社のインターネ
ット事業全般の中⻑期戦略⽴案の主担当を務める

2013年 Eight Roads Ventures （旧Fidelity 
Growth Partners）⼊社。世界有数の機関投資家のプ
リンシパル投資／VC部⾨のメンバーとして、シリー
ズBおよびC以降の⼤型ラウンドを中⼼に、リードイ
ンベスターとして13社の投資を担当。B2B/SaaSお
よびメディア分野を中⼼に、多数の会社の社外取締
役ならびにボードオブザーバーを勤める。

主な投資担当先はB2B分野では、プレイド(IPO), ヤ
プリ (IPO), トレタ(Exited), Openlogi, Wovn, 
Aperza, HR Brain, Kaizen Platform (IPO) ,メディ
ア／その他分野では, Retty (IPO), Port (IPO), 
Pathee, WHILL等。リードならびに準リード投資家
としての数多くのIPO実績を誇る。事業会社での戦略
構築/事業開発の経験を活かし、会社⽬線に⽴ったグ
ロースステージの事業成⻑に従事。
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モデレータ：泉友詞
for Startups株式会社 Public affairs戦略室 室⻑/ヒューマンキャピタリスト

⼤企業向けの業務請負型コスト改善コンサルティング、⾦融機
関勤務を経て2008年よりマーケティング戦略コンサルタントと
して活動。その後GMOインターネットグループ企業にて事業部
MGRとしてメンバーマネジメント及びクライアントのROI最⼤
化に尽⼒しながら、営業戦略/新規事業開発・推進にも関わる。

2014年7⽉より、NET jinzai bank（現for Startups Inc.）に⼊社。
ビジネスサイドの知⾒や⼈脈を活かしたヒューマンキャピタリ
スト活動の他、イベント運営などを通じた産学官連携コミュニ
ケーションを深める。
2020年より現職。中央省庁/地⽅⾃治体、⼤学/研究、産業問わ
ずシームレスな活動を広げながら⽇本の成⻑産業創出プラット
フォーム実現に関わっている。
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© 2020 for Startups, Inc.

弊社が標榜するヒューマンキャピタリストとは

「⼈の無限⼤の可能性を使った事業創造を通じて、
次世代の社会に必要な進化を提供する⼈」

スタートアップ企業最⼤の課題でありながら”最も重要な企業成⻑の源泉”である
「ヒューマンキャピタル（⼈的資本）」構築のため、トップタレントのスタートアップ参画⽀援を
主軸に企業/国家の課題解決を⾏う、国内TOPのハンズオン型⼈的資源キャピタリスト。
*90名規模のチーム体制で成⻑産業の⽀援に取り組んでいます。（2020年12⽉末時点）
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©for Startups, Inc.

・その他、成⻑加速⽀援など

⼤学技術の事業化
（経営⼈材⽀援による起業プロデュース）

・ベンチャーキャピタリスト⼈材⽀援

「ヒューマンキャピタリスト」はエコシステムの中核としてポジショニング

産学官

VC
CVC

転職優秀⼈材との接点

出資・資⾦提供

情報連携・業務連携

ヒューマンキャピタリスト
による成⻑産業⽀援

HR⽀援・組織組閣HR⽀援

情報連携

・産学官のシームレスな共創基盤
・オープンイノベーション

起業
起業プロデュース

国内有⼒
スタートアップ
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2020年の振り返り
・COVID -19の影響 等
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国家戦略上での成⻑産業の⽴ち位置
・なぜ成⻑産業が注⽬されているのか
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国家戦略上での成⻑産業の⽴ち位置
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※⼀部抜粋
ウィズコロナ/アフターコロナにおけるスタートアップ環境と今後の政策⽅針について



2020年
国内スタートアップ
ランキング上位20社

・資⾦調達⾦額

・想定時価総額
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国家戦略上での成長産業の立ち位置
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新産業が成⻑するための課題
・考えられる打ち⼿とは
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2021年度の施策について
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出向起業に係る補助金について
● ⼤企業内では育てにくい新事業について、当該⼤企業社員が、辞職せずに外部VCからの資⾦調達や個⼈資産の投
下を経て起業し、起業したスタートアップに⾃ら出向・研修派遣※を通じて新事業を開発することを、補助⾦交付
により促進。

● 2021年４⽉⽬途に、次回公募〆予定。
● ⼦会社・関連会社ではないこと（起業するスタートアップの株式のうち、当該出向者の出向元⼤企業の保有率が
20％未満であること）が条件。

※出向・⻑期派遣研修・⻑期出張等により、既存事業から切り離して、起業したスタートアップに従事することが前提。再雇⽤を前提とした⼀時的辞職については、応相談。
※※外部VC・出向者個⼈資産出資による持分が80%以上であり、⼈材出向元⼤企業の管理から離れていることを想定。⼈材出向元⼤企業が、知的財産の提供等の対価として、スタートアップの株式
の数％を保有することを想定。
※令和２年度執⾏事業（令和元年度⼤企業⼈材等新規事業創造⽀援事業費補助⾦）に係るポータルサイト︓ https://co-hr-innovation.jp/

出向起業の構造

大企業

出資※※

外部VC・個人資産

大企業人材が起業するスタートアップ

起業した
人材を出向

補助金の概要

公募時期︓

補助率等︓
補助経費︓

要件︓

2021年４⽉⽬途〆（予定）
法⼈登記完了・出向契約締結後の申請が原則（応相談）
補助対象経費の1/2、上限500〜1000万円（予定）
試作・PoC等に係る外注費・委託費・材料費等
（出向者の⼈件費は、原則、所属⼤企業負担）
⼤企業⼈材が所属⼤企業を辞職せずに⾃ら起業し出向※するスタート
アップ
当該スタートアップの株式のうち、当該出向者の出向元⼤企業の保有
率が20％未満※※ 等
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産業技術環境局
技術振興・⼤学連携推進課

03-3501-1778スタートアップ向け経営人材支援事業
令和3年度予算案額 4.4億円（新規）

事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

国

(1)補助(定額)
民間企業等

(事務局)

事業イメージ

事業目的・概要

● 新たな事業の創出が求められる我が国において、イノベーションエコシステムの創出が
急務です。この担い手としてスタートアップが期待されていますが、経営人材不足がス

タートアップの成長における阻害要因となっている状況です。

● 更にこのコロナ禍で、特に新たな社会課題が顕在化したことに伴い急成長しているスタ
ートアップにおいては、経営人材の迅速な採用が必要不可欠な状況となっています。

● 本事業ではスタートアップ経営人材不足にかかる構造上の課題を解消するため、人材へ
の情報発信を実施してスタートアップへの流動を促すとともに、民間企業等によるスタ

ートアップへの効率的・効果的な人材マッチングの好連携を創出し社会実装を目指しま

す。

成果目標

● 事業期間内でのマッチング確率10%以上を目指します。

● 事業終了１年後の、人材の定着率70%以上を目指します。また当該スタートアップの次
のステージの資金調達に成功した割合50%以上を目指します。

• VC・人材紹介会社を中心とした民間企業等でコンソーシアムを構成、コンソーシア
ム内で参加者が連携することで、一社単独では取り組めないアプローチにより、ス

タートアップへの経営人材の効率的・効果的なマッチングを試みます。

• 本事業を通じて、スタートアップの成長に寄与する人材を効率的・効果的にマッチ
ングする好連携を創出・情報発信することで、広く民間ビジネスにおいて事業展開

がなされることを目指します。

• （１）の事業内容やスタートアップ転職経験者の体験談等のスタートアップ関連情
報を、イベントやHP等で情報発信します。

• 情報発信内容や（１）の事業成果を手引き等で取りまとめ公表することで、民間企
業等により活用されることを目指します。

民間企業等
(コンソーシアム)

(2)委託

(1)補助(1/2)

（１）スタートアップへの経営人材マッチングの好連携創出事業

（２）スタートアップへの人材流動の機運醸成促進事業
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スタートアップ⽀援の制度について説明します
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研究開発型スタートアップ⽀援事業
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q 設⽴：2017年3⽉1⽇
q 会員数：1,706（企業会員1,043、賛助会員663、2020/12/1時点）

q ⽬的：イノベーションの創出及び競争⼒の強化
JOICはオープンイノベーションの機運醸成および推進に資する様々な情報提供や、
研究開発型スタートアップ企業との連携事例の創出のための取り組みを通して、
我が国産業のイノベーションの創出及び競争⼒の強化に寄与する。
・オープンイノベーション普及・促進（イベント・シンポジウム等）
・⽀援情報発信のHUB（政府等他の⽀援機関からの⽀援情報等）

q 運営事務局：NEDO (国⽴研究開発法⼈ 新エネルギー・産業技術総合開発機構)
・事務局⻑：NEDO副理事⻑
・担当部署：イノベーション推進部 スタートアップグループ
・営⽀援：株式会社⾓川アスキー総合研究所（2020〜2021年度）
・ホームページ：https://www.joic.jp/ (⼊会もこちらから。「新規会員登録」へ)
・⼊会・会費無料

JOIC（オープンイノベーション・ベンチャー創造協議会）概要

25

https://www.joic.jp/


JOICの活動内容 （2019年度実績）

q NEDOピッチ：オープンイノベーションよるビジネス案件の創出
（年10回程度）
・具体的なビジネスを⽣み出すためのマッチングイベント
・延べ150社以上の企業にご登壇

q ワークショップ：双⽅向な学びの場の提供
・最⼤40名程度の参加者による積極的な議論

q セミナー：政策提⾔・活動等の啓発・普及活動（年3回）
・基調講演、パネルディスカッション等、数百⼈規模のセミナー

q オープンイノベーション⽩書：情報・知⾒の公表
・第三版を公表（2020年5⽉29⽇）
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